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JSG ニュースレター 

<Tax> 

財政部が解釈通達を公表 

外国営利事業の国外発生原価・費用に係る 

会計士証明書類について認証は不要 

 

 

 

クライアント各位 

拝啓 時下益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。 

 

財政部は2026年9月16日付で台財税字第11500617350号通達を公表し、外国営

利事業が国外で発生した原価または費用を計上する際の証明書類について、認証を

不要とする旨の解釈を示しました。内容は、以下のとおりです。 

改正された通達 改正内容 改正のポイント 

1997年12月4日

付 台 財 税 第

861924459 号 通

達説明二（外国

企業が台湾国内

で請負工事を行

う場合の国外発

生原価・費用の

認定に関する解

釈） 

（一）外国営利事業が台湾国内における

支店または工事事務所を通して営利事業

所得税の確定申告を行う際、台湾国外で

発生した原価または費用を計上する場合、

当該国外発生原価・費用の金額、内容、

その計算分析または配賦方法等の資料を

記載した国外本店の財務報告について国

外の会計士による証明、かつ台湾の在外

公館または台湾政府が認可した機関による

認証を受けたもの、または外国税務当局の

証明に基づき認定することができる。 

➢ 「台湾の在外

公館または台

湾 政 府 が 認

可した機関に

よる認証を受

けたもの」とす

る 要 件 を 削

除。 

https://nam10.safelinks.protection.outlook.com/?url=https%3A%2F%2Fgazette.nat.gov.tw%2FegFront%2FeguploadpubWrapper%3Fmetaid%3D168391%26file%3D%2FEG_FileManager%2Feguploadpub%2Feg032173%2Fch04%2Ftype2%2Fgov30%2Fnum7%2FEg.htm&data=05%7C02%7Cakatakura%40deloitte.com.tw%7C0a9d8b6497d542f40e4008df14573645%7C36da45f1dd2c4d1faf135abe46b99921%7C0%7C0%7C639252037671982117%7CUnknown%7CTWFpbGZsb3d8eyJFbXB0eU1hcGkiOnRydWUsIlYiOiIwLjAuMDAwMCIsIlAiOiJXaW4zMiIsIkFOIjoiTWFpbCIsIldUIjoyfQ%3D%3D%7C0%7C%7C%7C&sdata=U6Hg8rFkJTl7woSYF6D%2BlsNVcbVIGqZf764g%2Byg8veM%3D&reserved=0
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（二）上記の納税義務者が財務報告を

提出できない場合、または当該財務報告に

ついて徴税機関が審査した結果、なお疑義

があると認める場合は、徴税機関の長の承

認を受けたうえで、所得税法第83条の規定

により、関連する帳簿および証憑の提示を

求めることができる。提示しない場合、徴税

機関は調査により把握した資料または同業

者利益率に基づき、その所得額を認定する

ことができる。 

1999 年 1 月 20

日 付 台 財 税 第

881896532 号通

達説明三（外国

企業の国外本店

が台湾国内で直

接役務を提供す

る場合の帳簿およ

び 原 価 ・ 費 用 の

認定に関する解

釈） 

外国営利事業の国外本店が役務を提供

するために要した原価・費用のうち、台湾国

外で発生したものは、財政部の1997年12

月4日付台財税第861924459号通達およ

び 2026 年 9 月 16 日付台財税字第

11500617350号通達の規定により、国外

発生原価・費用の金額、内容、その計算

分析または配賦方法等の資料を記載した

国外本店の財務報告について国外の会計

士による証明、かつ台湾の在外公館または

台湾政府が認可した機関による認証を受

けたもの、または外国税務当局の証明に基

づき認定することができる。 

➢ 同上。 

 

勤業衆信の見解 

財政部は、外国営利事業が国外で発生した原価・費用を申告する際に、添付する国

外の会計士による証明報告書について、在外公館等による認証要件を廃止しまし

た。認証手続は事務負担が大きいうえ、国外私文書の形式的な存在確認にとどまる

こと、実務上、国外の会計士による証明報告書が税務当局の審査・認定のための資

料として十分であることを踏まえたものです。これにより、税務コンプライアンスにかかる事

務負担軽減が期待されます。 

なお、税務当局は、申告された国外原価・費用の内容に疑義を有する場合には、所

得税法第83条の規定に基づき、外国営利事業に対して関連する帳簿その他の証憑

資料の提出を求めることができるため、関連する証憑書類は引き続き適切に保管して

おく必要があります。 
  

 

   

 

過去のニュースレターはこちら 

台湾 JSG のホームページはこちら 

  

 

https://www2.deloitte.com/tw/tc/pages/about-deloitte/articles/deloitte-tw-jsg-newspage.html
https://www2.deloitte.com/tw/tc/pages/about-deloitte/topics/deloitte-tw-jsg.html?icid=wn_deloitte-tw-jsg


Deloitte（デロイト）とは、デロイト トウシュ トーマツ リミテッド（“DTTL”）、そのグローバルネットワーク組織を構成するメンバーファー

ムおよびそれらの関係法人（総称して“デロイトネットワーク”）のひとつまたは複数を指します。DTTL（または“Deloitte Global”）

ならびに各メンバーファームおよび関係法人は、それぞれ法的に独立した別個の組織体であり、第三者に関して相互に義務を課し

または拘束させることはありません。DTTL および DTTL の各メンバーファームならびに関係法人は、自らの作為および不作為について

のみ責任を負い、互いに他のファームまたは関係法人の作為および不作為について責任を負うものではありません。DTTL はクライア

ントへのサービス提供を行いません。詳細は www.deloitte.com/jp/about をご覧ください。 
  

デロイト アジア パシフィック リミテッドは DTTL のメンバーファームであり、保証有限責任会社です。デロイト アジア パシフィック リミテッ

ドのメンバーおよびそれらの関係法人は、それぞれ法的に独立した別個の組織体であり、アジア パシフィックにおける 100 を超える都

市（オークランド、バンコク、北京、ベンガルール、ハノイ、香港、ジャカルタ、クアラルンプール、マニラ、メルボルン、ムンバイ、ニューデリ

ー、大阪、ソウル、上海、シンガポール、シドニー、台北、東京を含む）にてサービスを提供しています。 
 

本資料は皆様への情報提供として一般的な情報のみを掲載するものです。Deloitte ならびに各メンバーファームおよびデロイトネッ

トワークは、本資料によりいかなる人に対しても専門的意見やサービスを提供しているとみなすことはできません。いかなる決定または

企業の財務もしくは企業自身に影響を与える可能性を有する行動を取る前に、適切な専門家にご相談ください。 
 

本資料の正確性または網羅性について、明示的、暗示的に関わらず、いかなる表明、保証または承諾も行っておりません。

DTTL、各メンバーファーム、関係法人、職員または代理人は、本資料の利用者が本資料に依拠することにより、直接的または間

接的に生じた損失または損害について一切責任または明示的および暗示的保証を負わないものとします。DTTL およびその各メン

バーファームならびに関係法人は法的に独立した組織体です。 
  

©2026 勤業眾信版權所有 保留一切權利 

 

 


